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論 文 内 容 の 要 旨

第1部 課題設定 と研究手法

第1章 課題設 定

本稿で い う 「ボランタ リー活動」とは、「個人 の 自発的意 志に よる参加 と運営に基 づいてお り、

個別私的 な関心 ・問題意識 か ら出発 しなが らも、何 らかの社会性 ・公共性 を帯びた 、民間非営

利 の、多様で一定の継続性 を持 った諸活動」を意味す る。 ボランタ リー ・セクター は、近年急

速 に拡大 ・成長 し、広 く社:会的 に認知 され るよ うになった。 しか し、このセクター を構成す る

基本 的な活動一 ボラ ンタ リー活動がいかに して成 立 し、展 開 してい るのかの問題 は、 とか く
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自明 な前提 とされ、必ず しも解明 されて こなかった。 ボ ランタ リー ・セ クター の発展 の可能性

を考 えるた めには、まず ボランタ リー活動 の成立 と展 開の仕組 みを解明 して い く必要が ある。

本稿 の課題 は、 日本 と中国におけ るボ ランタ リー活動 の成立 と展開 のプ ロセス につい て、 「内

発性」の視点に基 づいて考察 してい くことである。

欧米な どのボ ランタ リー ・セクターの 「先発 国」 に比べ て、 日本や 中国は 「後発国」 として

捉 え られ 、欧米 の先進 的なモデル の模倣 と学習 に 目を向け られ がちで ある。 しか し、ボ ランタ

リー ・セ クターの形態や発 展の道 は1っ ではな く、多様で あ り得 る。それぞれの社会 に根 ざ し

たボ ランタ リー ・セク ターの発展 は、その社会 における 「自発 的参加」 と 「自律的運営」 の実

践 を通 して創 出 されて い く。 「内発性」 の視 点 とは、ボ ランタ リー ・セ ク ターの多系 的な発展

可能性 に注 目 し、それ ぞれ の社会 における人 々の 「自発的参加」 と、 自律 的 に展開 され る活動

のプ ロセ スに着 目す る視 点である。

「自発 的参加 」 と 「自律 的運 営」 とは、ボ ランタ リー ・セ クターの最 も基本 的な行動原理 で

あ り、 「個人 の 自発 性」 と 「他者 との連 帯」 との間 のデ ィ レンマの問題 を伴 った実践 のプ ロセ

スで ある。本稿 では、 この よ うなデ ィ レンマ の問題 が、いかなる条件 によって克服 ・緩和 され

るかにっいて検討 してい くことに よって、 日本 と中国にお けるボランタ リー ・セ クターの底力

の所在 を示 し、ボランタ リー活動 のエ ンパ ワー メン トの方 向性 を示唆 してい きたい。具体的 に

は、1.「 自発的参加 」 にお ける 「自発性 」 を触発す る要素 とは何 か とい う問題 、2.「 自律的

運営」に影響 を及 ぼす諸要 因 とは何 か、 どのよ うに影響 を及ぼ してい るのか とい う問題 を中心

に考察 してい く。本稿 の課題設定 は、理論モデル を他セ クターか ら持 ち込み、理想論 として論

じるボ ランタ リー ・セ クター観 に対 して、 フィール ドか ら積 み上 げて い く等身大 の ボラ ンタ

リー ・セ クター観 を打 ち出そ うとい う筆者 の意欲 を反映 したもので ある。

なお、本稿 は、 日本 と中国にお けるボランタ リー活動 をそれぞれ考察 してい くだ けにどどま

らず 、両国の比較研究 を試み るもので もある。 中国のボランタ リー ・セ クター に関す るフィー

ル ドワー クに基づ いた詳細 な考察 さえほ とん ど見 られ ない現状で は、本稿 の課題 設定は、社会

学の分野 のみ な らず、その他 の分野 を見渡 して も、かつ てない試み である とい うことがで きる。

第2章 研究手法

本稿 の課題 を追求 してい くには、活動 の現場 に立ち、現場 において フィール ドワー クを行 う

ことに よって初 めて可能 となる。 フィール ドワー クに基づいた 「たた き上げ式理論」 こそが、

筆者 が今後 の研究 で 目指す方 向で ある。「たた き上げ式理論」の代表 として、B,G.グ レイザー

とA.L.ス トラ ウスに よって提 起 され たgroundedtheoryの 理論 が よく知 られ てい る。本稿 は

基本 的にgroundedtheoryの 手法 に依拠 してい る。 フィール ドワー クを通 してカテ ゴ リーを抽

出 し、それぞれ のカテ ゴ リー の特性 を発見 し、 ボランタ リー活動の成 立 と展開に関す る仮説 を
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構築 してい く。

本稿が基づいてい るフィール ドワークは、2つ の面 を同時に備 えるよ うに心 がけた。第1は 、

ボ ランタ リー活動の多様性 を反映す るよ うに、対象者 の設 定の多様性 に留意す ることである。

第2は 、ボ ランタ リー活動に従事す る特 定の個人や グル ープに関す る、 よ り詳細 な検討 と深い

考察 であ る。 「広 が り」 と 「深 さ」を同時に満 たせ るよ うに、聞 き取 りに よる質 的調 査 を基本

としなが らも、質問紙調査の手法 も併用 してい る。具体 的には、 日本 の横浜 市 と仙 台市、中国

の天津市 と長 春市 を調 査地 として選定 し、ボランタ リー活動者及び 関係者合計97人 に聞き取 り

調査 を行 ってい る。また、日本で は質問紙調査票 を200部 依頼 し、98部 回収 してい る。 中国では

50部 依頼 し、36部 回収 してい る。

第2部 日本に おけるボ ランタ リー活 動の成立 と展 開

第3章 日本 にお けるボ ランタ リー活 動の系譜 とその担い手

日本 にお けるボ ランタ リー活動の歴 史的経緯 は、下表 の よ うにま とめて示す ことができる。

1990年 代以降、ボ ランテ ィア組織 の レベル ア ップ及 び専門化 の議 論が際だって盛んであ る反

面、1960年 代 か ら唱 えられ ていた 「ボランテ ィアの生活化 」の議論 が、いつの間にか忘れ去 ら

れ たかの よ うに見 える。 ボランタ リー活動 を 自分 自身の私的生活の一部 として、 あるいは私的

生活 の ごときに捉 えて、私的生活 を営む 中で 自然に 「公 共的生活 」 を自 らの 中で実現 してい く

とい う 「ボランテ ィアの生活化」 は、 まさに本稿の問題 関心で ある 「個人の 自発 性」 と 「他者

との連 帯」 との問に存在す るデ ィ レンマ と関連 した問題 で ある。それ は 「自発的参加 」 と 「自

律 的運営」のボ ランタ リー活動 の実践 に よって のみ実現 され る。 「生活化」が意味す る公 共生

活 と私的生活 との 自然でかつ密接 な結 合 こそ、 「自発性」 の触発 を最 も鮮明 に表 現 し、 自律 的

な活動創 出が育 ってい く土壌 である。それ は、ボランタ リー とい う理念独 自の、最大 の強みで

もあ る。 日本 のボ ランタ リー ・セ クターでは、 「ボランテ ィアの生活化」 はい かなる条件 によっ

て追求可能 となるのであろ うか。本稿で は、ボランタ リー活動 にお ける2つ の基本的 な側 面、

すなわ ち 「活動 の創発」及 び 「調整機能 の遂行」 に注 目す るこ とによって解 明 していきたい。

その道具立て として、ボランタ リー活動 の担 い手 を4っ に分類 してい る。社会生活 において解

決 ・改善すべ き課題 を認識 した場合 、その解決 ・改善 を図るために、 自らグルー プの結成や資

源 の調達 に努 め、活動 を起 こす人 々、またはグルー プに重大 な変革 をもた らす人 々を意味す る

「創発型 リーダー」、創発型 リーダー とメンバ ー との間、 またはメ ンバー 同士 の問の協調 を図

るた めに調整 を行 う 「調整型 リーダー」、積極 的 に、活発 にグル ープ活動 に参加 し、相 対的に

多 くの時間 を活動 に費や してい る 「中心 メンバ ー」、活動 に興 味 を示 しなが らも、 自分 自身の

生活 のペース を最 も大事に考えてい る 「協力 メ ンバー」 である。 このよ うな類型化 は、 日本に
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表1日 本にお けるボ ランタ リー活動の歴史 的経緯

年 代 活動状況 主 要 論 点 傾 向

1950年 代 学生中心。救済、

慈善活動。

施設ボランティアのあ り方、職員 と

の接 し方。

萌芽期(奉 仕活動 としてのボラ

ンティア)。

1960年 代 学生中心。活動

分野は、施設ボラ

ンティアがほとん

ど。

・理念:「 自分のため」「自己実現」重

視。

・論点:育 成機関の常設、グループ作

りの促進、施設とボランティアの関

係性の検討、公的機関による援助の

可能性 の検討、「一億総ボランテ ィ

ア」を目指す住民意識の変革の必要

性。

成立期(個 人の尊厳に基づいた

活動理念の生成。「育成」の必要性

と共に、 日常生活の一部 としての

ボランティアの考え方が提起され

た)。

1970年 代 主婦の参加が顕

著。活動分野は地

域に拡大。活動の

内容も主婦層な ど

担い手の変化によ

り多様化。 コミュ

ニティ作 りの活動

が増加。

・理念:「 私たちのため」、「社会変革:」

重視。

・論点:育 成機関の役割及び連携の問

題、グループの運営、及び リーダー

の役割の問題、施設の受け入れ体制、

行政との関わ り方、ボランティアの

「生活化」 「日常化」の主張。

第1の 転換期(行 政が大がか り

でボランティア振興政策、コミュ

ニティ政策を打ち出したため、行

政主導的な 日本のボランタ リー活

動の基本的特質が形作 られたと同

時に、行政 との関わ り方が、最も

主要な論点 とな り、その後の 日本

におけるボランタリー活動の方向

性に大きな影響 を与えた)。

1980年 代 持続的な、安定

した増加が見 られ

る。

・理念:福 祉国家の担い手としてボラ

ンティアを位置づける。

・論点:ボ ランティアの主体性の危機、

行政主導の弊害、「安上が りの「福祉」

論、「公私協働」の可能性など、行政

との関わりに関す るものが圧倒的。

安定期(1970年 代に施行 された

多 くの振興政策の影響に警戒 しつ

つ も、新たなボランテ ィアの可能

性を模索 していた時期。行政対立

型か ら協働型への転換 が見 られ

る)。

1990年 代

(阪神大震災

以降)

震災によってボ

ランティア未経験

者の関心 と参加が

顕著に見られ、ボ

ランタリー活動は

広く社会に認知 さ

れ る よ うに な っ

た。

・理 念:「 市 民 的 公 共 性 」 や 「コ モ ン

ズ 」な ど、 「市 民 参 加 」の 活 動 と して

.過去 の 「対 立 」 「訴 え」 「参 画 」 な ど

の 形 式 と根 本 的 に 異 な る、「創 出 」の

考 え方 が 主 流 に な る。

・論 点:立 法 、 サ ポ ー トの あ り方 、行

政 ・企 業 セ ク タ ー と の パ ー トナ ー

シ ップ の あ り方 、組 織 と して の経 営

の 問 題 。

第2の 転換期(「 行政一 ボラン

ティア」 とい う図式がなお尾を引

いている。立法化やサポー トの動

き、経営論のブームは、いずれも

行政 と対等であ りうる「自立した」

ボランタリー ・セクターの形成を

強 く意識 したものである。その意

味では、 日本のボランティアは長

年の隆路を必ず しも抜 け出してい

ない)。

お け るボ ランタ リー活 動 の現状 を反 映 して い るだけでな く、

ルー プ活動 の展開 を分析 してい く上で も有効で ある。

ボラ ンタ リー 活動 の創 発及 びグ
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第4章 ボ ランタ リー活動の創発

ボ ランタ リー活動 の創発行 為は、個 人におけ る自発性 の開花 で ある。創 発が実現 され る仕組

み を解 明 してい くため に、本稿 では創発型 リー ダー に共通 してみ られ る価 値観 ・性格的特徴 を

抽 出 した上 で、活動創発 の きっかけ及 び 「活動 を起 こしやす い環境」 につい て論 じてい る。創

発型 リー ダー の価値観 上の特微 として、まず、 「自己認 識」 と 「他者認 識」 の面 に関 して は、

「自主独 立」、 「自律性」、 「自己向上」、 「自己責任上な どの個 人主義的 な価値観 を意識 的に、実

践的 に追求 し、対等 な立場 に基づ いたデ ィベー トや 、互助 の精神 、仲間の存在 を重要視す る考

え方 が見 られ た。 「公共認識 」の面 に関 しては、柔軟 性 を有す る社 会 システ ムの主 張や社 会変

革志 向、地域 にお ける主役意識 が顕著 に見 られ た。 「総合 的 な価値観 」 として、精神 的な豊か

さ、人 間性重視 の傾 向が見 られた。創発型 リーダーの性格 的特徴 として、行動力 、正義感、好

奇心、創 造性 な どが挙 げ られ る。

これ らの価値観 ・性 格的特徴 は、人々に よる地域活動へ の参加 や、社会運動へ の参加 、 さ ら

にボランタ リー活 動 を起 こす行 為へ と結びっいてい く。価値観 ・性格的特徴 の形成 に影響 を及

ぼす 要因について、主 に 「学校教 育」、 「家庭環境 」、 「地域 との 関わ り」、 「仕 事、信仰 な どに関

す る個 人的な経験」 を指摘す るこ とがで きる。

ボ ランタ リー活動の創 発 は、決 して優 れた条件 に恵まれた個人 のパー ソナル特性 に完全 に依

存す るよ うな、偶然の 出来事ではない。 問われ るべ きなのは、パー ソナ リテ ィ特性 を実践 に導

き、 さらにパ ー ソナ リテ ィ特性 による制約 を超 えるよ うな、 「きっか けの提供 と環境作 り」 の

可能性 で ある。本稿で は、下図が示 してい るよ うなボ ランタ リー活動 の創発 を可能に してい く

きっか けを指摘 し、活動 を起 こ しやすい環境 にっい て論 じてい る。

ゼロか ら活動を創出する場合

関連活動か ら出発 して新たな

活動を創出する場合

参加者 か ら創発型 リー ダーへ

生活の必要か ら

生活環境の変化

仕事 との関連で

講座の受講

受託

関連活動への参加か ら

責任者の立場に立っよ うになったか ら

図1創 発型 リー ダーが活動 を起 こす きっか け

図 の左側 は、ボ ランタ リー活動 の創発 に見 られ る3つ のタイ プであ り、右側 は、それぞれの

タイ プを代表す る具体 的なきっかけの内容 である。個人 の 自発性 が触発 された よ うな状況で、
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その個人 による実践 が生 じやすい環境 がある。それについ て、以下の4つ の 面か ら分析で きる。

1.公 共 に対す る気づ きが生 じやす い環境。 ボランタ リー活動の創 発 は、ほ とん ど公 共問題 に

対す る気づ きか ら発生 している。そ のよ うな気づ きが生 じやす い環境 を築いてい く第一歩 とし

て、 「十分 かっ適切 な情報公 開」が求め られ る。2.活 動 を起 こしてい く意欲 を抱 く個 人に、

必要 な知識や ノ ウハ ウを伝達 し、相談 を引き受 け、情報発信 の手段 を提供 す る環境、3.個 人

の知識 ・技能 ・能力を生かす よ うな場作 り、4.家 族 の協力が得 られやすい よ うな環境で ある。

第5章 ボランタ リー ・グループ活動 の展開プ ロセス

ボ ランタ リー活動の創発 に関す る考察 を通 して、個人 の 自発性 が触発 され 、私 的生活 と公共

生活の結合が実現 され てい くプ ロセス を示 して きた。 では、 ボランタ リー ・グル ープ活動 にお

ける 「自律的運営」の性質はいかな る仕組 みに よって可能 となるのか。 と りわけ グル ープ活動

にお ける 「調整機 能」の遂行 に注 目しなければな らない。 「調整機 能」 こそ、 「自律 的運 営」 の

あ り方 を規定す る最 も重要 な要因で あ り、 「個人 の 自発性 」 と 「他者 との連 帯」 との両立 の問

題 に直接作用す る機 能 である。調整機 能の遂行 に よって、グルー プの組織構 造が形成 され 、活

動ス タイルが創 出 されてい く。 それ は、単にグル ープの維持 を究極的 な 目的 とせず 、新 たな形

態 と選 択肢 を創 出 してい くとい う 「創 造性 」を有 し、グルー プの リー ダー シ ップに よってのみ

でな く、 さま ざまな方法に よって遂行 され る。 それ故 に調整機能 は、単 なるテクニ ックや スキ

ルの問題 ではな く、組織のあ り方 その ものであ る。

本稿 で は特 に複雑 な調整機能 を必 要 とす る2っ の団体 、多分野 にわたる多様 なボランタ リー

活動に同時 に携わ ってい る単一団体の 「鶴 の恩 返 し」 と、複数 のグルー プに よって構成 された

ネ ッ トワー ク組織 、「神奈川県精神保健ボ ランティア連絡協議会 」を取 り上 げて 、ボランタ リー

組織 にお ける調整機 能の問題 につ いて考察 してい る。単一団体の場合、調整機能 は特 に 「参加

して もら う」と 「持続 して もら う」 とい う、活動者 の確保 を中心 とした役割 と して表現 され る。

ネ ッ トワー ク組織 の場合 、構成員 である各 グル ープの持 ち味 を損な うこ とな く、全体 としての

アイデ ンテ ィテ ィをいかに獲得 してい くのか とい う課題 を実践 してい くのが、調整機能 が請 け

負 う使命 であ る。

「鶴 の恩返 し」 の事例 を検討す ることによって、 「メンバー の個別 性 に配慮 した活動 プログラ

ム作 り」、 「専門事 業部会制」、 「マス コ ミや周 囲 の注 目の利用 、グル ー プ ・カ ラーの表 出テ ク

ニ ック」、「共有で きる場 の存在」、「調整型 リーダーの役割」とい うい くつ かの特徴 を見出 した。

さらに、 この よ うな調整機能 の遂行 と、創発型 リー ダー を中心 に、調整 型 リー ダー を媒介 とし

た 「拡散 ・浸透型 」の組織構造 との相互作用 にっ いて考察 し、 この よ うな構造 に存在す る問題

点 、す なわち 「創発型 リー ダー とメンバー との意識 のギャップ」、「創発 型 リー ダーへ の依存的

体質」 の問題 を指摘 してい る。 「神奈川 県精神 保健 ボ ランティア連絡協議会 」の事例 を通 して、
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構成員の各 グルー プを下部組織化せず に、共通 の部分 だけで情報や経験 、ノ ウハ ウを共有 して

い き、構成員 のグルー プの独 自性 と、ネ ソ トワー ク組織 の一員 としての共通性 を両立 させてい

る調整機 能 のあ り方 を見 出 してい る。 さらに、そ のよ うな調整機能 と 「吸収 ・共有型」の組織

構造 との相互作用 にっ いて論 じている。

ボ ランタ リー活動 グルー プが安定期 に入 るにつれ て、組織構造や活動 スタイル に硬直化の傾

向が生 じるこ とが ある。 グルー プにおける調整機能 が新たな形態や選択肢 を創 出す る力 を失っ

た時 に、硬直化が訪れ る。 ボランタ リー活動 グルー プの改革 に とって、 中心 メンバーが重要な

役割 を担 うこ とが多い。本稿 では、仙 台で活動 している 「あかね グルー プ」 を事例 として取 り

上げ、ボ ランタ リー活動 グルー プの改革 にっ いて考察 した。 初代 の創 発型 リー ダーの影 響が大

きければ大 きい ほ ど、 いったん硬 直化 が生 じた場合 、改革が困難で ある。改革 の成否 を左右す

る鍵 は、 グループ にお ける調整機能 の 「創造性」 の再生産で あ り、その創 造性 によって、 メン

バーの才能 とエネル ギー を解放 して い くこ とで ある。

調整 か ら改革までの活動 グルー プの展開過程 を考 える場合、 リー ダー シ ップの継承の問題 に

も注 目す る必要が ある。 「後継者 」の不在が とか くボラ ンタ リー ・グル ープの存続 に危機 を も

た らす問題 とされ る。 自発 的な組織化 であ るはず のボラ ンタ リー活動 が、 「後継者 育成 」に活

路を見出す とい うアイ ロニーが生 じている。それ は、創発型 リー ダーへの依存的体質に よって

もた らされ る現象 で ある。 「創設者 一後継者 」 とい う図式 を根 本的 に見直そ うとす るグルー プ

rL」 の試 み一一 自立 と協働 の リー ダー像 を 目指す 「オル タナテ ィブ ・リー ダー」の考え方 の

重 要性 が提起 され よ う。

第6章 ボ ランタ リー活動のエ ンパ ワー メン ト

「自発 的参加」 と 「自律 的運営」 が実 現 され てい く条件 と形態 につ いて、多面的 に考察 して

い くためには、ボ ランタ リー活動 をめ ぐるグルー プ間関係及 びその環境 にも 目を向ける必要が

あ る。筆者 は、ボ ランタ リー活動 グルー プにお けるネ ッ トワー キングの あ り方 と、サポー ト機

関に よるサポー トプ ログラムの問題 を中心 に考察 を進 めてい る。

ボ ラン タ リー活動 グル ープのネ ッ トワー クは、 しば しば創 発型 リーダー によるネ ッ トワーキ

ングに よって規 定 され る。 ここで再 び 「鶴 の恩返 し」 を事例 と して取 り上げ 、創 発型 リーダー

に よるネ ッ トワーク作 りの特徴 を指摘 している。す なわ ち、既存の諸機 関、諸団体の機 能にそ

のま ま順 応 し依 存 または利用 す るだけでは な く、諸機 関、諸 団体 を巻 き込 も うとす るネ ッ ト

ワーキ ングであ る。 「自発的参加 」 と 「自律 的運 営」 を促進 してい くネ ッ トワー キング とは、

大 きな ビジ ョンを実現 してい くた めの、多様 な選択肢 を作 り上 げてい く創 造的 なネ ッ トワーキ

ングのあ り方であ る。

日本 では、ボラ ンタ リー活 動の エンパ ワー メン トの促進機 能 を直接 果た してい るのは、近年
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盛 ん に設 立 され て きた さま ざ ま なNPOサ ポ ー ト機 関 で あ る。 サ ポー ト機 関 の ほ とん どは 、市 民

活 動 一 般 を対 象 と して 想 定 し、 総 合 的 なプ ロ グ ラム に よっ て 、包 括 的 な サ ポ ー ト機 能 を果 た し

て い る。 しか し、 実 施 され て い るプ ロ グ ラ ム は有 効 に機 能 して い る の か 、 どの よ うな条 件 の下

で 有 効 性 が 高 ま る の か とい う問 題 は 、 明確 に され な い ま ま で あ る。 「自発 性 の触 発 」 と 「自律

的 な 運 営 プ ロセ ス 」に着 目す る本 稿 で は 、ボ ラ ン タ リー 活動 の エ ンパ ワー メ ン トを考 え る場 合 、

活 動 グル ー プ の成 立 と、 グル ー プ の 運 営 に関 わ る問題 が 主 た る課 題 とな る。 サ ポ ー ト機 関 にお

け る ボ ラ ン タ リー 活 動 サ ポ ー ト機 能 は、intermediary機 能 とin仕a-structureorganization的 機 能

に分 類 で き る。 グル ー プ の成 立 と運 営 に関 す るサ ポ ー トは 、主 にin飴 一StrUCtUreOrganiZatiOn的

機 能 と して実 施 され て い る。 筆者 は 日本 にお け る3っ の 主要 なサ ポー ト機 関 を事 例 と して取 り

上 げ 、in仕a-structureorganization的 機 能 を実 践 す る多 様 なサ ポ ー ト ・プ ロ グ ラ ム を4つ に類 型

表24類 型 の プ ロ グ ラム の特 徴 及 び成 功 条 件

レ クチ ュ ラ ー タイ プ カ ウンセラータイプ アナウンサータイプ コ ー チ タ イ プ

事業内容 セ ミナ ー 、講 座 、 学

習 会 、ワー ク シ ョ ップ 、

フ ォ ー ラム 、 シ ン ポ ジ

ウム

相 談 、 ア ドバ イ ザ ー 情 報 誌 、広 報 、 会 報 、

ホ ー ム ペ ー ジ 、 デ ー タ ー

べ 一 ス

『協働 事 業
、 ワ ー ク

グ ル ー プ 、 プ ロジ ェ

ク ト、 事 務 局 機 能

担 い 手 セ ン ター の コ ー デ ィ

ネ ー タ ー 、 講 師(専 門

家)

相 談 員 ・ア ドバ イ

ザー(専 門家)

セ ンター情報 誌編集

者、情報発信者

多様

対 象 多 数 少数あるいは個人 多 数 特 定 の 個 人 ・グ

ループ

形 式 基本的に一方向的 双方向的 一方向的 双方向的

資 源 専門的知識と情報 知識 ・情報 ・経験 情報ネ ットワーク 多 様

効 果 基礎知識の普及や特

定の実践知識の伝達に

効 果 的。活 動創 発 の

きっかけを提供す るこ

とが期待される。対象

を限 定す る場 合、グ

ループ ・リーダーのエ

ンパ ワーメン ト促進に

も効果的。

活動者個人のケアや

啓発な ど、特に分野や

地域を限定するなどの

工夫によって、グルー

プ ・リーダーの誕生 と

成長に効果的。

地域別 ・分野別の情報

と、包括的 ・網羅的な情

報は、それぞれ長所 と短

所がある。ボランタリー

活動のエンパ ワーメン ト

にとって、多様 な組織 ・

機関による多様 な情報提

供 のあ り方 が要求 され.

る。 リーダーの成長を促

進 し、特定のグループの

自立を促進 してい くのに

効果的。

、

有効性の

条件

ニーズを適切に把握

し、ニーズに合 うプロ

グラムを組むこと。参

加者の自発性を導き指

す こと。

相談設定の方法、カ

ウ ンセ リングの手法

や、知識、情報、経験

の所有。

ニ ー ズ の把 握 、 情 報 選

別 ・処 理 能 力 。

適切な関わり方:

立場、時期によって

関わ り方も異なる。
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化 し、それ ぞれ の実施状況及びその有効性 の条件について検討 してい る。下表の よ うな結果 が

得 られた。

包括的 、総合 的なサ ポー ト機 関が多い現状で は、プログラムの有効性 を高 めるこ とが難 しい。

改善策 として は、他機 関 との適切 な役割 分担や、 よ り限定的な、専門性 の高いサポー トに転換

してい くことの必要性が挙げ られ よ う。

第3部 中国 におけるボ ランタ リー活動の成立 と展開

第7章 中国にお けるボ ランタ リー ・セ クターの概 要 と担 い手

「内発性 」の視 点か ら中国のボラ ンタ リー ・セクター を考察す るに当たって、一般 的にNPOや

NGOと され る 「社 会団体」 よ りも、地域 ボ ランタ リー活動 、す なわ ち 「社 区志願者活動 」に注 目

すべ きで ある。 なぜ な ら、1.社 会 団体 の 「非 重複性」 と 「代表性 」 とい う性質 は、 「合法 的

な独 占」 と 「権威 主義」 を意味す るもので あ り、 自発的参加 と自律 的な グループ運営 に基 づ く

ボ ランタ リー ・セ クターの精神 とは相容れ ない。2.厳 しい管理 と規制 の制約の下で活動 して

い くには、社会 団体 は しば しば強力 なフォーマル組織の支援 と保護 を必要 としてい る。実際、

日本 にお け る 「外郭 団体」の よ うな立場 にお かれ る社会団体が多 く、独立 した団体にはほ ど遠

い。3.社 会 団体 は、量的 に著 しく増加 を見せ てい るもの の、常時活動 を展 開 してい る団体は

その うちの少数 に過 ぎない。現在 、中国では、人 々の 「自発性」 に基づ いた活動、そ して限定

され た意 味での 「自律 的な運営」 の萌芽が見 られ る領域 は、 「社 区志願者活動 」にほかな らな

い。 その 中核 組織 とな ってい るのは、従来 日本 で 「町 内会 」的 な もの として認識 され てきた

「居 民委員 会」であ る。

第8章 「社 区志願者活動」の 中核組織一 一 「居民委員会」

「個人 の 自発性」は一般的 に、西洋の宗教的、思想 的、社会的伝統 を背景 に持 ち、「自己責任」

の上 で成 り立っ もの と して捉 え られ てい る。 しか し、そのよ うな理解 をそのまま中国社会 に当

てはめ よ うとすれば、 この考 え方 と中国社会 の実状 との距離 を思い知 らされ る結果 は必至で あ

ろ う。 現在、 中国で行 われ てい る社 区志願者 活動は、基本 的に居 民委員 会の組織化 によって、

居 民委 員会の要請に応 じた形 で展開 されてい る。 そ こか らは、厳密 な意味 にお ける 「自己責任 」

を見 出す こ とが困難 であ る。 だが、過度 に 「自己責任」 を強調 し、 「自発性 」の概 念 を狭 く限

定す るこ とは、 中国 にお けるボ ランタ リー活動の展 開の可能性 を見逃す ことにな りかねない。

筆者 は よ り広 い意味 で 「自発性」 を捉 えるべ きであると考え る。個 人の意志か ら発す る行為、

または個人 の同意 と承認 に基づいた行為の こ とを、 「自発性」 に基づいた行為 として捉 えたい。

中国で は、 こ うい う意味 にお ける個人 の 「自発性」が触発 され、ボ ランタ リー活動が顕著 な動

きを示す よ うになったのは、1980年 代 の末 か らである。「社 区服務」政策 の実施 、及 びそれ によ
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る居 民委員会 の変容がその きっか けで あった。

「社 区服務」政策 とは、地域住 民 の需 要 を満 たす こ と及び社会 問題 の予 防 と解 決 を主た る 目

的 とし、住民 自身 の手 によって多様 な社会サー ビス事業 を展 開す る考え方で ある。 中国の社会

保障 システムの補完 として位 置づ け られ 、1987年 頃か ら中国全 土で組織 的に推進 され ている。

この政策 の実践 には1,地 縁 ・互助的性格 を持っ こ と、2.公 益性 、福祉性 を持っ こと、3.

財源 、活動 プ ログラムの企画、運営管理 は 自主的 に行 うこと とい う3つ の原 則が挙げ られ てい

る。 この事業 の主要な担い手 として、都市居民委員 会が位 置づ けられ た。社 区服務 を遂行す る

こ とに よって、居民委員会 には大 きな変容が生 じっっあ る。天 津市にお けるフィール ドワー ク

を通 して、居 民委員会 の変容 を以下 の2つ の面か ら描 き出す ことが でき る。1.「 行政権力 を

背景 に、住民 に要求 し、住 民 を監督 し、管理す る」立場か ら、 「住民 の利益 を守 り、地域福祉

の向上を図 り、住 民のニーズ に応 えて可能 な限 りサー ビス を提供す る」立場 に変わった こと、

2.「 活動 に必要 な資源 を特 に考慮す る必要がない」状況か ら、 「必要な資源 をすべて 自力 で獲

得 しな ければな らない」状況 に変 わったこ とである。その結果、居民委員会 は、単な る行政 と

住民 とのパイ プ役 としての存在 か ら、 「三産」 と呼 ばれ る資金 を獲得す るた めの事業活動 と、

地域 の住 民ボランテ ィアの コーデ ィネー トを行 う新たな役割 を遂行す る存在 となった。

居 民委員会 によって実施 され る 「社 区服務」事業は、ほ とん ど地域 住民の生活に密接 に関わ

る項 目であ る。従来 のイデオ ロギー的価値観 で唱 え られ る 「人民のた めに尽 くす」ことや、「社

会 主義の精神 文明の追求」な どの建前論 と比べ て、住民の切実 な利益 に関わ る活動で ある。「自

分 自身 の利益 に も関わ る身近 な活動 」、 これ こそが、ボ ランタ リー 活動 に参加す る 「自発性」

が触発 され る環境 となってい る。 「自発性」 は、具体 的にいかな る要 因で触発 され 、促進 され

てい るのであろ うか。 「コーデ ィネ ー ト機能」 の分析視 点を提 起す る ことに よって考察 を進 め

る ことができ る。

第9章 「居民委員会」の コーデ ィネー ト機能 に関す る事例分析

「コーデ ィネー ト機 能」は、 日本では、 「ボ ランティア ・コーデ ィネー ト」 を意味す るもの と

して、狭 義に使 われ るこ とが多 い。居 民委員会 は、この よ うなボ ランテ ィア ・コーデ ィネー ト

機能 を果 た してい る。 しか し、狭義 の コーデ ィネー ト機能 だ けで考 え るのでは、 「三産」 の活

動 を行 う居 民委員会 の存在及び役割 を説明す る ことがで きない。 広義の コーデ ィネー ト機能 に

注 目す る必要 があ る。広義 の コーデ ィネー ト機 能 を規定す る特徴 は 、1.「 自ら作 り出す とい

う価 値 に基 づ くこと」、2.さ ま ざま な手法 によって 、資金 ・情報 ・人材 ・コネ クシ ョンな ど

の資源 を獲得 し、再配分 し、 「資源 の流れ を新 たに作 り出す」 こ とであ る。 居民委員会 に よる

「三産」活動は、不完全 なが らも、 この2っ の特徴 を示 してい る。 「自ら作 り出す こと」、そ し

て 「資源 の流れ を作 り出 してい くプ ロセ ス」 に、地域住民 の 自発性 を促進す る要素が含まれて
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い る。

中国にお けるボ ランタ リー活動 は、同意や承認 に基づ く 「自発性 」に よるものが多い。 この

よ うな 自発性 の発生 に とって、 しば しば信頼 関係 と親近感の存在 が前提 条件 となる。住民ボ ラ

ンテ ィアに よる自発 的な活動参加 を促進す るには、居民委員会 と住 民 との間の信頼 関係 の構築

が課題 とな る。居 民委員会 の コーデ ィネー ト機能 を考 える場合 、 この よ うな信頼 関係 の成立 に

貢献す る コーデ ィネー トのあ り方 が特 に重 要である。 コーデ ィネ ー ト機能 の遂行 に成功 してい

る2つ の事例 に関す る事例分析 に よって、 自発性 が触発 され る要因を抽 出す ることがで きる。

1つ 目の事例 では、 「三産」活動 の成功 が特 に特徴 的で あ る。繁華街 に位置 してい るとい う

「地 の利」 を生 か して 、居民委員会 は食 品を扱 う店 を構 えてい る。 コーデ ィネー ト機 能の実施

は、 この店 の運営やそれ に よる利益 の配分 に よって可能 となってい る。 以下の4つ の面か らそ

のコーデ ィネー ト機 能 のあ り方 を示す ことができる。1.ま ず地域 で出店す る こと自体が、居

民委員会 の存在 を住民 にア ピールす る格好 の機会 であった。居 民委員会 のスタ ッフが直接販 売

に携 わるこ とに よって、住 民 との間で 「顔 が見える関係」が築 かれ るよ うになった。2.店 の

経営 に、居 民委員会 は地域 の失業者 を積極 的に採用 してい る。失業 問題 が深刻化す る中、採用

され て生活 が助 かって いる人 だけでな く、再就職 の機会 を提供 してい ることに よって、一般の

住民 の間 で も居 民委員会 のイ メー ジ ・ア ップがな された。そ の結果 、居 民委員会 と住民 との間

の 「距離感」 が縮 め られ、 「自発性 」の促 進 に とって1っ のステ ップ とな った。3.「 三産」で

得た利益 に よる 「資源配分」 のプ ロセスにおいて、住民 が直接受益者 にな るよ うに工夫 してい

る。地域 内の設備 投資 な どによって、住 民全員 が受益者 とな り、また社会 的弱者へ の援助活動

も、住民 か ら信頼 を獲得す るこ とに貢献 してい る。受益者か らしば しば社 区志願者活動の参加

者 が誕 生 してい る。受益 層 の創 出は、 「自発性」 を促 進す る基盤 とな るこ とが多 い。4.居 民

委員 会 は、 「三産」 の利 益か ら出資 して、地域 内で住 民交流 の拠 点 として、また福祉 サー ビス

を提供 す る場 として、 「活動 室」 を設 けてい る。住民 に、 「活動室 」に出入 りして もらうことに

よって、地域 の問題や周 りの他者 の問題 に対す る関心を呼び起 こす 「問題喚 起」の効果が見 ら

れ る。 特 に、 「何 かや りたい」 とい う思い を抱いてい る定年退職 者 に とって、 「活動室」は、志

願者活 動 のきっか けを提供す る場 となってい る。 この事例 の分析 を通 して、「親近性」のア ピー

ル 、現 実問題の解 決、受益層の創 出、活動 の場 ときっか けの提供 とい う4つ の要素 によって、

住 民の 自発性が触発 されてい るこ とが明 らか となった。

2つ 目の事例で は、 「三産」活動 の内容 的な特徴や独 特 のボ ランテ ィア ・コーデ ィネ ー トの

方法 か ら、 「自発性」 を触発 す る要 因が見 出 され る。同 じく4点 が挙 げ られ る。1。 直接地域

住民 を顧 客 とす る 「水鮫子の販売」 を行 い、商売 の成功が直接住民 の好評 にっなが り、居民委

員会 の存在 をア ピールす るこ とになる。住 民全員 が受益層 として位置づ け られ る。2,「 三産」
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事 業 に関 しては、徹底 した制 度化 を進 め、特に財務管理 に関す る規定 を厳格 に し、厳 しく守 る

姿勢 を住民 に示 してい る。諸 制度 の整備 は、居民委員会 に よる行動 の信 懸性 を高めてい る。3.

ボ ランテ ィア ・コーデ ィネー トにおけ る1つ 目の工夫は、 「率先 して 自らが働 くことに よって、

周 りを巻 き込んでい く」手法で ある。 この よ うな手法 は、直接住民 の 「自発 的」参加 を刺激 す

るこ とが多い。4.ボ ランテ ィア ・コーデ ィネー トにお ける2つ 目の工夫は、特 に有識者や専

門技術者 に注 目し、 「趣 味や 特技 を生か して も らう」 よ うにプ ログ ラムを企画 してい るこ とで

ある。趣味 と技術 を生か してい る分、ボ ランテ ィアが活動 に参加す る熱意 が増大 し、満足感 と

達成感 も獲 得 しやす い。 この事例 を通 して、「三産」活動の あ り方、それ による資源 の再配分

と、 ボランテ ィア ・コーデ ィネー トの工夫に よって、地域住 民の 自発1生の促進 が可能 となるこ

とが 明 らか となった。

これ らの事例か ら見 出 した、 「自発性 」を触発 ・促 進す る諸要 素は、積 極的 な意 味 を持 って

い る。 しか し同時 に、中国にお けるボ ランタ リー活動 の成 立 と展 開に とって、阻害要因 とな り

かね ない課題や問題点 も指摘 しな ければな らない。 まず 、 日本 のボラン タ リー活動 と共通す る

問題 点 と して、 「人材 ・資金 の確 保 の問題」、 「ボ ランテ ィアの能 力の限界 の問題 」、 「縦割 り行

政の 問題」が指摘 され る。 中国独 自の問題 として、「行政 との関係 」、「活 動の形骸化 」、「サ ポー

トシステムの不備」が指摘 され よ う。

結 論

第10章 ボランタ リー活動の成立 と展開一一 仮説の整 理 と検討

この部分 では、 これまでの事例研究 によって得 られた仮説 を整理 し、仮説 の意味を明 白に し

てい る。

第11章 本稿 の意義 と今後の課題

これ まで整理検討 して きた種 々の仮説 は、 日本 と中国にお けるボ ランタ リー活動の成 立 と展

開に見 られ る 「内発性」 を具 体的 に表 現 した ものであ る。 それ は、 「自発的参加」 と 「自律的

運 営」 を実現 してい く多様 な方法 の可能性 に関す る検討 で ある と同時に、それ を実現 してい く

条件及 び仕組 みの解 明 を 目指 した もので もある。それ らの仮説 は、 日本 と中国 のそれぞれ の

フ ィール ドで 自己完結 してい るわけではな く、相補的な関係 を呈 してい る。

まず、 日本におけ る事例研究 で提起 した種 々の仮説が、 中国 のボ ランタ リー ・セ クター を考

える上 で、いかなる意義 を有す るのかについて考 えてみ よ う。 「ボラ ンタ リー活動 を起 こす」

とい う行 為は、ボランタ リー活動 にお け る個人の 自発性 を最 大限 に表現 した行為で あ り、「ボ

フンテ ィアの生活化 」を具体的 にかつ顕著 に表現 した行為で もある。創発型 リー ダー は、特定

のボ ラン タリー活動 を創 出す る存在 だけでな く、ボランタ リー活動 が広 がってい く触媒で もあ
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る。 日本 の創発型 り一ダーに関す る考察か ら、 中国社会 は現在 、創 発型 リー ダーが誕 生 しに く

い、成長 しにくい社会 的状況 にあ ることが分か る。 ボランタ リー ・セ クターを確 立 させ てい く

には、 まず 「創発型 リーダー」の発 掘 と育成 か ら始 めるべ きであ ろ う。 日本の創発型 リー ダー

に対す る考察で得 られ た価値観 ・性格 的特徴 に関す る仮説 、活動創発 の きっかけ、環境 に関す

る仮説 は、中国におけ るボ ランタ リー ・セ クターの発展 の道 を模 索 してい く上で、重要 な示唆

的意味 を持つ。

中国の事例分析 か ら得 られ た仮説 も同様 に、 日本 のボラン タ リー ・セ クターの発展 を考 える

上で、重要な意味を持 っている。 第1に 、ボ ランタ リー ・グル ープにお ける 「調整」 の問題 を

考 えるための示唆 的意味が挙 げ られ る。 「調整」は、一回一回 の成 功や失敗 とい う表面的 な レ

ベルで捉 えるべきではない。 グル ープが構成員 の 自発的 ・自律 的参加 を促進 す るよ うな構造上

の関係 を築 くことに、成功 したか否 かに注 目すべきである。 中国の事例 か ら、 このよ うな関係

の構築 に とって、 「親近感」 を促 す 自己ア ピールや、受益層 の創 出、 さらに率先性 や信慧性 を

向上 させ る工夫 な どが重要 であ るこ とが明 らか となった。第2に 、 「資源 の流れ を創 出す る」

とい う意味 での コーデ ィネー ト機 能 を遂行 してい る中国 の事例 は、 目本 のボ ランタ リー活動

に、 「資源 をいかに獲得 してい くべ きか」 にっ いての示唆 を与 えてい る。 日本のボ ランタ リー ・

セ クターでは、一方で行政 主導や行 政 ・企 業の下請 け化 に強 い警戒感 を示 しなが らも、他方で

は利 益 を創 出す る事業活動 よ りも、行 政 ・企業 ・財 団か らの助成金 の獲得 に しば しば焦点 が当

て られ てい る。 中国の居民委員会 にお ける資源創 出活動か らは、 「自ら作 り出す」 とい う強い

姿勢が見受 け られ る。 コミュニテ ィ ・ビジネスの可能性 を模 索 してい る 日本 にとって、中国の

事例 は、素朴なが らもコミュニテ ィ ・ビジネスの実践 を示 してい る。 第3に 、 日本 では、町内

会活動 の形骸化 と低迷 が指摘 され る一 方で、他方、 「地域密着 型」の活 動 を展開す るボランタ

リー活動 団体 にとって、いかに地域に根 ざ し、地域住民 の理解 を獲 得 し、団体の存在 を受 け入

れて も らうかが大きな課題 となってい る。 中国の事例 は、ボラ ンタ リー活動の コミュニテ ィ ・

ベー スを考 える上で、町内会 の役 割 を再検討す る必要性 と可能性 を示唆 してい る。

この よ うな比較検討 に よって、 日本 と中国のボ ランタ リー ・セ クターが発 展 してい くための

重要 な示唆 をい くつか得 ることがで きた。 これ は、本稿 の意義 の第1点 として指摘 され よ う。

また、本稿 で得 られた仮説 は、 日本 と中国 にお けるボランタ リー ・セ クターの 「内発 的」 な発

展可能性 を示唆 してい る。 これ は第2の 意義 として挙げ られ る。「先発」と 「後発」だけによっ

て ボ ランタ リー ・セ クターの 「先 進性」 を判断すべ きではない。 「多様性」 と 「現場性」 こそ

が 、ボランタ リー ・セ クター の特質で ある。本稿の仮説 は、多様性 と現場性 に基づき、それ ら

を表現 した ものであ る。

資金力 と権力の背景を持 たないボ ランタ リー ・セ クター が存続 し、発 展 してい く原動力 は、
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人々が 自分 自身の生活の一部 と して、 ごく自然 な こととしてボ ランタ リー活動 、または組織化

された非営利機 関に関わ ることであ る。 それ を可能 にす る仕組 みにつ いて、本稿 にお ける事例

研 究 か ら、2つ の要件 を抽 出で きた。 第1は 、 「ボ ランタ リー活動 の創発」 を可能 にす る条件

と環境 、第2は 、グル ープにおけ る創 造的な活動展開プ ロセ スを可能 にす る 「調整機 能」 と、

自発 的参加 を促進 してい く 「コー デ ィネー ト機能」で ある。 この2つ の要件 には、個人 にお け

る 「自発 性」 と 「他者 との連帯」 との間のデ ィ レンマ を乗 り越 えてい くた めの、具体的な方法

論 を創 出 してい く力 が秘 め られ ている。

ボ ランタ リー活動 の成 立 と成長 には、個人 にお けるこの よ うなデ ィ レンマ の問題が常 に伴 っ

てい る。本稿 の事例研 究で筆者が示 して きた活動創発 のきっか け、環境 に関す る諸仮説 、グルー

プ内 にお け る調整機能 の遂行 に関す る諸仮説 、 「自発 的参加」 と 「自律:的運営」のエ ンパ ワー

メン トに関す る諸仮説 、個人 の 自発 的参加 を促進す るコーデ ィネー ト機 能 に関す る諸 仮説 は、

日本 と中国におけるボランタ リー活動 の成立 と展開の仕組 み を示 してい るだ けではない。 それ

らは、個人 の 「自発性 」と 「他者 との連 帯」との調和 の可能性 を考察す るためのもので もある。

この点は、本稿 の第3の 意義 として提起 され よ う。

本稿 の考察はなお多 くの課題 を残 してい る。今後 さらに追求 してい きたい課題 として、1.

ボ ランタ リー ・セ クター の問題 を考 えてい くた めの理論 的枠組 み を、 さ らに緻密 に既 存の理論

と関連づ けた上で模 索 し、構築 してい くこ と、2.「 地域社 会 の変動 と発展」及び 「非営利組

織 の可能性 」の2っ をキー ワー ドとして、 中国 にお けるボ ランタ リー ・セ クターの 「内発 的」

な発展 の道 を探 る と同時 に、多様 な視角 による比較研 究が可能 とな るよ うに、 中国社会 に関す

る多面的な考察 を してい くこ と、3.質 的調査 と量的調査 をさ らに結びつ けて研 究を進めてい

くことの3点 を挙 げたい。

本稿 におけ る考察 によって、 日本 と中国 のボ ランタ リー ・セ クター を考 える上での、新 しい

視 点を提示す るこ とができた と同時 に、ボランタ リー活動 の成 立 と展 開に関す る、基本 的かつ

重要 な仮説 を提示す るこ とがで きた と考 える。上記で挙げた3つ の課題 を追求 してい く1つ の

有力 な切 り口が、 ここか ら開かれ てい くで あろ う。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論 文 は、 日本 と中国 にお け るボ ラン タ リー活 動の成立 と展 開の条件 を、両国 でボ ランタ

リー活動 の先進地 とされ る横 浜市 ・仙台市 ・天津市 と、提 出者 の出身地 であ る長春市 での活動

事例 を定性 的に比較研究す るこ とによって考察 した ものであ る。
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第1章 では本論 文の課題 設 定 を述べ てい る。 「ボラン タ リー活 動」 を 「個 人の 自発 的意 志 に

よ る参加 と運 営に基づい てお り、個別私 的な関心 ・問題意識 か ら出発 しなが らも、何 らかの社

会性 ・公共性 を帯 びた、民 間非営利 の、多様 で一定 の継続性 を持った諸活動 」 と定義 した うえ

で、 日本 と中国にお ける研究 の現状 を検討 し、従来 の研究 が、欧米 な どのボ ランタ リー ・セク

ター の 「先発 国」 に比べて 、 日本や 中国を 「後発国」 として捉 え、欧米の先進 的なモデル の模

傲 と学習 に 目を向けが ちであ った と総括 し、それぞれ の社 会 に根 ざ したボ ラン タ リー ・セ ク

ター の多 系的 ・内発的 な発展 の可能性 に注 目すべ き こ とを提唱す る。第2に 、 「自発的参加」

と 「自律的運営」が、ボ ランタ リー ・セ クター の最 も基本的 な行動原理 だが、ボラ ンタ リー活

動は 「個人の 自発性 」 と 「他者 との違帯」 との間のデ ィ レンマ にみ ちた緊張関係 の上に成 立す

る実践のプ ロセスであ る。 具体的 には(1)「 自発的参加」 にお ける 「自発性」 を触発す る要 素 と

は何 か、(2)「 自律 的運 営」 に影響 を及 ぼす諸要因は何か、それ らは どの よ うに影響 を及 ぼ して

い るのか とい う問題 に着 目す る。第3に 、中国 のボ ランタ リー ・セ クターに関す るフ ィール ド

ワー クに基 づいた詳細 な考察が ほ とん ど見 られない現状で、 日本 と中国にお けるボラ ンタ リー

活動 の比較研 究 を行 うことの意義 を述べてい る。

第2章 で は研 究手 法 を述 べ 、B.G.グ レイ ザ ー とA.L.ス トラ ウス に よ って提 起 され た

gr。undedtheoryの 手法に依拠 して、フィール ドワー クを通 して カテ ゴ リー を抽 出 し、それぞれ

のカテ ゴ リーの特性 を発 見 し、ボ ランタ リー活動の成立 と展開 に関す る仮説 の構築 をめ ざす と

している。 フ ィール ドワークにあたって は、ボ ランタ リー活 動の多様性 を反映す るよ うに、対

象者 の設定 の多様性 と特 定の個 人や グループ に関す る詳細な検討 と考察 をめ ざして、「広 が り」

と 「深 さ」 を同時に満 たせ るよ うに、聞 き取 りに よる質的調 査 を基本 としなが らも、補足的 に

質 問紙調査 の手法 も併用 してい る。 具体的 には、 日本の横 浜市 と仙 台市 、中国の天津市 と長春

市 を調査地 として選定 し、ボ ランタ リー活動者及 び関係者 合計97人 に聴取調査 を行い 、 日本 で

は質 問紙調 査票 を聴 取対象者 のパー ソナル なネ ッ トワー クに依拠 して 、200部 配布 し、98部 回

収、 中国 では50部 配布 し、36部 回収 してい る。 以上が、課題 設定 と研究手法 を論 じた第1部 で

ある。

第3章 では、1950年 代か ら今 日までの 日本 にお けるボ ランタ リー活動の歴 史的経緯 をボラン

テ ィアの主 な担い手、活動 の場 の広 が り、行政 との関係 、ボ ランテ ィアの社 会的な意 味づ けの

変遷 に注 目し、それ らの特質 を10年 ごとに概括 してい る。 さ らにボ ランタ リー活動の担い手 を

「創発型 リー ダー」、 「調整型 リー ダー」、 「中心メ ンバー」、 「協カ メンバー」の4っ に分類 して

い る。

第4章 で は、ボ ランタ リー活動 が創発 され る仕組 みを解 明 してい くた めに、聴取調査 と補足

的 に実施 した質問紙調 査に も とつ いて、創発型 リー ダーに共通 してみ られ る価値観 ・性格的特
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徴 を抽出 した上で、活動創発 のきっかけ及 び 「活動 を起 こ しやす い環境」 を論 じてい る。創 発

型 リー ダー の価値観 上の特徴 として、 「自主独 立」、 「自律性」、 「自己向上」、 「自己責任 」な ど

の個 人主義的な価値観 を意識 的 ・実践 的に追求 し、対等な立場 に基づいたデ ィベー トや 、互助

の精神 、仲間 の存在 を重 要視す る考え方が著 しい。 「公 共認識」 の面に関 して は、柔軟性 を有

す る社会 システ ムの主張や社 会変 革志 向、地域 にお ける主役 意識 が顕著 に見 られ た と してい

る。創発型 リー ダーの性格的特徴 として、行動力、正義感 、好奇心、創 造性 な どを指摘 してい

る。価値 観 ・性格 的特徴 の形 成 に影響 を及 ぼす要 因 にっ いて は、主に 「学校 教育 」、「家庭環

境 」、 「地域 との関わ り」、「仕 事、信仰 な どに関す る個人的 な経験」 を指摘 してい る。 これ らの

パ ー ソナ リテ ィ特性 を実践 に導 き、 さ らにパー ソナ リテ ィ特性 その ものの制約 を超 える よ う

な、 「きっかけの提供 と環境作 り」 について論 じてい る。

第5章 では、横浜市 に拠点 をお く2つ の事例(単 一組織 とネ ッ トワー ク組 織)を 詳細 に比較

検討 し、ボランタ リー活動 の創発 に関す る考察 を通 して、佃 人の 自発性 が触発 され てい くプ ロ

セ ス を検 討 してい る。 とくに 「調整機 能」に注 目し、創 発型 リー ダー を中心 に、調整型 リー

ダー を媒介 とした 「拡散 ・浸透型」の組織構 造について考察 し、 「創発型 リー ダー とメンバー

との意識 のギャ ップ」、 「創発型 リーダーへの依存 的体質」の問題 を指摘 してい る。 ネ ッ トワー

ク組織 の事例 では、グルー プの独 自性 と、ネ ッ トワー ク組織 の一員 としての共通性 を両立 させ

る調整機 能のあ り方 を論 じている。 ボランタ リー活動 グル ープが安定期に入 るにつれ て、組織

構 造や活動 ス タイル に硬 直化 の傾 向が生 じるこ とがあ る。仙 台 で活動す る高齢者福祉 ボラ ン

テ ィアグル ープを事例 に、組織改革 とリー ダー シップの継承 の課題 を取 り上げている。仙 台市

の別 な女性 グルー プによる、特定 の1人 に依存せず 、誰 もが 自立 した リー ダー にな ることをめ

ざす 「オル タナティブ ・リー ダー」 の理念 と実践 プログラムの意義 も検討 してい る。

第6章 では、ボランタ リー活動 をめ ぐるグルー プ問関係 を主題化 し、ネ ッ トワーキ ングのあ

り方 と、NPOサ ポー ト機 関に よるサポー トプ ログラムの問題 を考察 している。サ ポー ト機 能 を、

intermediary機 能 とi醗a-structureorganization的 機能 に分類 し、 日本の代表的な3つ のサポー ト

機 関を事 例 として、mfra-structureorganization的 機 能 を実践す る多様 なサポー ト・プ ログラムを

4つ に類型化 し、それぞれ の実施状況 と、その有効 性の条件 について検討 してい る。以 上が 日

本 について考察 した第2部 である。

第7章 では、中国にお けるボランタ リー ・セ クターの概 要 と担い手 を論 じてい る。 その際、

一般 にNPOやNGOの 中国版 と理解 され るこ との多い 「社会[』体」は
、lr本 におけ る 「外郭団体」

的 な立場 にある場合が多 く、独立性 が低 い ことを指摘 し、地域ボ ランタ リー活動 としての 「社

区志願者活動」 とその 中核組織 となっている、従来Ei本 で 「町内会」的な もの と してのみ認識

され てきた 「居民委貝会」 に注 目すべ き ことを主張す る。
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第8章 では、1987年 頃か ら中国全 土で組織的 に推進 され てい る、住 民 自身 の手で多様 な社会

サー ビス事業 を展開す る ことに よって、地域住 民の需要 を満 た し、社会 問題 の予防 と解決 にあ

た り、中国の社会保障 システムを補完 しよ うとす る 「社 区服務 」政策 が実施 され たこ とを契機

とす る、居民委員会 の変容 を、最 先進 地 ・天津 市にお けるフ ィール ドワークを通 して考察 して

い る。居 民委 員会が 、単な る行政 と住 民 とのパイプ役 と しての存在か ら、 「三産」 と呼 ばれ る

資金 を獲得す るた めの事業活動 と、地域 の住 民ボランテ ィアの コーデ ィネー トを行 う新 たな存

在 となったこ とを説得的 に描 き出 してい る。

第9章 では、 コ ミュニテ ィ ・ビジネス的な 「三産」活動 の事例研 究を とお して、居 民委員 会

の コーデ ィネー ト機 能 につ い て具体 的 に考察 し、居 民委 貝会 が、資金 ・情報 ・人材 ・コネ ク

シ ョンな どの資源 を獲 得 し、再配 分 し、 「資源 の流れ を新 た に作 り出す」 ことを とお して、信

頼 関係 を生み 出 し、地域住 民の 自発的な参加 を促進 している こ とを述べ る。住民全員 を受 益者

として、住民 との問 で 「顔 が見 える関係 」を築 くことのでき る 「三産」活動 は、居民委 員会の

存在 を住 民にア ピールす る格好 の機 会であ り、失業 問題 が深 刻化す る中、失業者 に再就職 の機

会 を も提供 して い る。居 民委員 会が、 「三産」の利 益か ら出資 して、地域 内の住 民交流 の拠点

と して、また福祉 サー ビスを提 供す る場 と して設 置 した 「活動室」は、住民に、地域 間題 への

公 共的関心を呼び起 こす 「問題 喚起」 と志願者 活動 のきっか けを提供す る場 となってい る。事

例 の分析 を通 して、 「親近性 」の ア ピール、現実問題 の解 決、受益層 の創 出、活動 の場 ときっ

かけの提供 とい う4つ の要 素に よって、住民の 自発性 が触発 されてい ることを明 らかに してい

る。 も う1つ の事例 か ら も、 「三産」活動 のあ り方、それ に よる資源 の再配 分 と、ボ ラ ンテ ィ

ア ・コーディネー トの工夫 に よって地域住 民の 自発性 の促進 が可能 とな ることを明 らか に して

い る。 同時に、中国におけ るボ ランタ リー活動の成 立 と展 開 に とって、阻害要因 とな りかね な

い課題や 問題点 として、 日本 のボ ランタ リー活動 と共通す る 「人材 ・資金 の確保 の問題 」、 「ボ

ランテ ィアの能力 の限界 の問題 」、 「縦割 り行政の問題 」、 さらに中国独 自の問題 として 、 「行政

との関係 」、 「活動 の形骸化 」、 「サ ポー トシステ ムの不備 」を指摘 してい る。以上が中国 につ い

て考察 した第3部 である。

結 論 と して、第10章 で、得 られた仮説 を整 理 し、それ ぞれの仮説の意味 を論 じてい る。第11

章では、 日本 の事例研 究か ら得 られた知見 と中国での事例研 究か ら得 られた仮説 とを交差 させ

てい る。 日本 の創発型 リー ダーに関す る考察か ら、中国社 会は現在、創 発型 リーダー が誕生 し

に くい社会的状況 にあるこ とが分か る として、ボ ランタ リー ・セ クター を確立 させ てい くため

に、 「創発型 リー ダー」の発掘 と育成 か ら始 めるべきこ とを説 く。 中国の事例分析か らは、 「親

近感 」 を促す 自己ア ピールや 、受益層 の創 出、 さ らに率先性 や信慧性 を向上 させ る工夫 、資源

創 出活動 か ら学ぶ こ とが、 しば しば行政依存的 な 日本のボ ランタ リー活動 に とって も重 要で あ
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る と指摘す る。 さらに、 日本 では、町内会活 動の形骸化 と低 迷 が指 摘 され る一方 で、 「地域密

着型」の活動 を展 開す るボ ランタ リー活動 団体が、いかに地域 に根 ざし、地域住 民の理解 を獲

得 し、団体の存在 を受 け入れて も らうかが大 きな課題 となってい るの に対 して、中国の事例 は、

ボ ランタ リー活動 の コ ミュニテ ィ ・べ一ス としての、町 内会 ・地域住 民組織 の役割 の再評価 を

迫 るものであ ると説 く。

資金力 と権力 の背景 を持 たないボ ランタ リー ・セ クター が存続 し、発 展 してい く原動力 は、

人々が 自分 自身 の生活 の一部 と して、 ごく自然 な こととしてボ ランタ リー活動 、または組織化

された非営利機 関に関わ ることに ある。 それ を可能 にす る要件 と して、第1に 、「ボランタ リー

活動の創 発」 を可能にす る条件 と環境 、第2に 、グルー プにお ける創造 的な活動展開 プ ロセス

を可能 にす る 「調整機能」 と、 自発 的参加 を促進 してい く 「コーデ ィネー ト機能」 の意義 を結

論的 に述べてい る。

「多 様性」 と 「現 場性」 こそが、ボ ランタ リー ・セ ク ター の特 質で あるが、以 上の よ うに、

本論文 は、現場性 を重視 して、多様 な対象 に密 着 し、 と りわけ実施の困難な 中国にお け るボ ラ

ンタ リー活動 の事例研 究を、行 政や 党組織 のル ー トに頼 らず に果敢に遂行 してい る。 単独 で実

施 した両国 で の計97人 か らの聴 取調 査 と補 足的 な質 問紙 調 査 を中心 とす る3年 間の詳 細 な

フィール ド・ワー クに もとついて、単な る記述 を超 えた分析 的な 「デー タ対話型理論 」を志 向

した点 も特筆 され る。 当該社 会にお ける 「自発 的参加」 と 「自律的運営」の内発 的系譜 を重視

し、 「個 人の 自発性 」 の動員 と 「他 者 との連帯」 の維持 とい う両義的 な課題 がいかな る条件 の

も とで達成 され るのかを、創発 型 リー ダー と調整型 リー ダーの役割、 リー ダーシ ップの継承 、

行政 とのパー トナーシ ップや リー ダーの もつネ ッ トワーク、NPOサ ポー ト機 関の機能 な どに着

目して具体的に考察 してい る点は大い に評価 され る。 とくに、従来 日本の 「町内会」的な もの

としてのみ理解 されて きた 中国 の 「都 市居 民委員 会」 と、そ こで展開 され る 「三産 活動」 「社

区服務活動」を、中国 にお けるボ ランタ リー活動の新たな拠点 と基盤 として位置づ けた こ とは、

新たな知見であ り、実践 的 ・政 策的な意義 もきわめて大 きい。 日中の比較研 究 とい うまな ざ し

によって、両国か ら得 られ た知見 を交差 させ 、政策 的なイ ンプ リケー シ ョンを引 き出 した点 と

ともに、ボ ランタ リー活動 の推進 とい う今 日的 な社会的 ・政策的課題 に応 えた これ らの知見 は、

この分野 にお ける今後 の研 究の進展 に寄与す るところ大 であ る。

よって、本論文の提 出者 は、博士(文 学)の 学位 を授 与 され るに十分 な資格 を有す るもの と

認 め られ る。
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